
別紙（10－3）

政策評価結果の概算要求
への反映状況

沖縄振興一括交付金制度は、沖縄の実情に即したより的確かつ効果的な施策の展開を可能とするため、沖縄県が自主的な選択に基づいて事業を実施
できる制度として平成24年度に創設されたところ。
沖縄の自主性を尊重しつつその総合的かつ計画的な振興を図り、もって沖縄の自立的発展に資するとともに、沖縄の豊かな住民生活の実現に寄与す
るため、引き続き沖縄振興計画に基づく事業を実施すための沖縄振興一括交付金の予算要求を行う。

執行額（千円）
89,399,468 162,915,744 164,711,740

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

計（千円）
93,950,160 172,143,268 172,423,975

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
▲ 67,916,825 8,200,445 ▲ 3,896,642

161,759,005

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
157,455,674 161,311,457 175,880,917 161,759,005

補 正 予 算 （ 千 円 ）
4,411,311 2,631,366 439,700

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号 １０－①

政策評価調書（個別票1）

【政策ごとの予算額等】

政策名 沖縄政策の推進（施策名：沖縄の自主性・自立性の確保に係る施策の推進）



別紙（10－3）

政策評価結果の概算要求
への反映状況

平成24年度から10年間の沖縄振興の方向と基礎政策を明らかにするため、国が「沖縄振興基本方針」を、沖縄県は「沖縄振興計画（沖縄21世紀ビ
ジョン基本計画）」を策定している。
沖縄の更なる振興を図るため、これら方針・計画のもとで実施される沖縄振興策がより効果的で充実したものとなるよう、また、検証・評価等が行
えるように引き続き本調査を適切に実施するための要求を行う。

執行額（千円）
130,346 156,686 160,313

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

計（千円）
190,305 250,984 258,200

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
0 0 0

0

336,193

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
190,305 250,984 258,200 258,200

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0 0 0

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号 １０－②

政策評価調書（個別票1）

【政策ごとの予算額等】

政策名 沖縄政策の推進（施策名：沖縄振興計画の推進に関する調査）



別紙（10－3）

政策評価結果の概算要求
への反映状況

　沖縄の置かれた特殊事情を踏まえながら、沖縄振興の着実な推進を図り、産業の振興や、人、物、情報等の結節機能の育成・強化等の課題に取り
組むことと並んで、引き続き社会資本等の整備に取り組み、沖縄の自立型経済の構築を図るための予算を要求する。なお、各事業の事業計画や事業
経費について必要な見直し等を行い、事業執行の効率化に努める。

執行額（千円）
59,343,011 54,490,778 104,884,382

計（千円）
61,020,196 55,586,422 108,008,720

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
-1,534,777 9,526,558 4,359,376

104,804,322

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
48,372,628 44,729,864 103,511,344 101,672,703

補 正 予 算 （ 千 円 ）
14,182,345 1,330,000 138,000

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 番号 １０－③

政策評価調書（個別票1）

【政策ごとの予算額等】

政策名 沖縄政策の推進（沖縄における社会資本等の整備）



別紙（10－3）

政策評価結果の概算要求
への反映状況

政策評価結果を踏まえ、沖縄の特殊事情に伴う特別対策を、引き続き推進していく。

執行額（千円）
13,267,792 18,117,195 23,278,844

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

計（千円）
14,752,870 19,237,825 23,278,844

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
▲ 7,548,919 2,859,020 ▲ 999,794

0

22,545,113

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
16,960,062 16,378,805 23,462,142 21,056,499

補 正 予 算 （ 千 円 ）
5,341,727 0 816,496

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号 １０－④

政策評価調書（個別票1）

【政策ごとの予算額等】

政策名 沖縄政策の推進（施策名：沖縄の特殊事情に伴う特別対策）



別紙（10－3）

政策評価結果の概算要求
への反映状況

　事業の実績を踏まえて合理化を図りつつ、着実な対策の推進に必要な予算の要求を行う。

執行額（千円）
1,999,477 2,198,743 2,048,504

計（千円）
2,525,814 2,558,913 2,715,814

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
50,003 -56,415 23,314

2,907,945

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
2,479,855 2,615,328 2,692,500 2,883,046

補 正 予 算 （ 千 円 ）
-4,044 0 0

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号 １０－⑤

政策評価調書（個別票1）

【政策ごとの予算額等】

政策名 沖縄政策の推進（沖縄の戦後処理対策）



別紙（10-3）

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 内閣本府

● 2 一般 内閣本府

● 3 一般 内閣本府

● 4 一般 内閣本府

● 5 一般 内閣本府

● 6 一般 内閣本府

● 7 一般 内閣本府

● 8 一般 内閣本府

● 9 一般 内閣本府

● 10 一般 内閣本府

● 11 一般 内閣本府

● 12 一般 内閣本府

● 13 一般 内閣本府

● 14 一般 内閣本府

● 15 一般 内閣本府

● 16 一般 内閣本府

● 17 一般 内閣本府

● 18 一般 内閣本府

● 19 一般 内閣本府

● 20 一般 内閣本府

● 21 一般 内閣本府

● 22 一般 内閣本府

● 23 一般 内閣本府

● 24 特別会計
東日本大震災復興特別
会計

● 25 一般 内閣本府

● 26 一般 内閣本府

● 27 一般 内閣本府

● 28 一般 内閣本府

● 29 一般 内閣本府

● 30 一般 内閣本府

● 31 一般 内閣本府

● 32 一般 内閣本府

● 33 一般 内閣本府

● 34 一般 内閣本府

の内数 の内数

の内数 の内数

287,629,453 292,352,578

合計

沖縄政策費
沖縄政策の推進に必要な経費
（所有者不明土地問題対策経費）

197,675 206,573

小計

沖縄政策の推進に必要な経費 196,486 274,479

沖縄政策費 沖縄振興推進調査に必要な経費 61,714 61,714

項 事項
27年度

当初予算額
28年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

沖縄振興交付金事業推進費 沖縄振興交付金事業の推進に必要な経費 161,759,005 161,759,005

沖縄政策費

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 沖縄政策の推進 12

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号

沖縄教育振興事業費 公立文教施設整備に必要な経費 8,034,480 9,422,932

沖縄保健衛生諸費 医師歯科医師等の派遣に必要な経費 3,639 1,987

沖縄開発事業費 海岸事業に必要な経費 7,500 7,500

沖縄開発事業費 治山事業に必要な経費 288,000 350,000

沖縄開発事業費 河川整備事業に必要な経費 2,560,884 2,562,459

沖縄開発事業費 砂防事業に必要な経費 5,000 5,000

沖縄開発事業費 地域連携道路事業に必要な経費 8,253,000 6,402,000

沖縄開発事業費 道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費 4,777,000 5,955,000

沖縄開発事業費 道路交通円滑化事業に必要な経費 16,268,000 18,208,000

沖縄開発事業費 港湾事業に必要な経費 10,521,441 10,526,488

沖縄開発事業費 道路環境改善事業に必要な経費 1,281,000 1,221,000

沖縄開発事業費 道路交通安全対策事業に必要な経費 4,083,000 4,143,000

沖縄開発事業費 水道施設整備に必要な経費 2,547,000 3,350,000

沖縄開発事業費
良好で緑豊かな都市空間の形成等のための国営公園事業
に必要な経費

3,115,683 3,232,373

沖縄開発事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 1,166,000        1,364,000

沖縄開発事業費 農業生産基盤整備事業に必要な経費 11,779,582 12,085,446

沖縄開発事業費 森林整備事業に必要な経費 275,000 320,000

沖縄開発事業費 水産基盤整備に必要な経費 3,848,137 3,529,137

沖縄開発事業費 社会資本総合整備事業に必要な経費 18,805,000 19,546,000

沖縄政策費 沖縄科学技術大学院大学学園に必要な経費 16,726,307 17,676,069

沖縄北部連携促進特別振興対策特定
開発事業推進費

沖縄北部連携促進特別振興対策に係る特定開発事業の推
進に必要な経費

2,572,000 2,572,000

沖縄教育振興事業費 公立文教施設整備に必要な経費 1,481,357

沖縄政策費 沖縄政策の推進に必要な経費 714,298 1,254,574

沖縄北部連携促進特別振興事業費 沖縄北部連携促進特別振興事業に必要な経費 2,572,000 2,572,000

沖縄政策費
沖縄政策の推進に必要な経費
（沖縄振興開発金融公庫に対する補給金に必要な経費）

1,043,894 1,042,470

沖縄政策費
沖縄政策の推進に必要な経費
（沖縄不発弾等対策経費）

2,643,521 2,653,801

沖縄政策費
沖縄政策の推進に必要な経費
（対馬丸遭難学童遺族給付経費）

3,320 3,327

沖縄政策費
沖縄政策の推進に必要な経費
（対馬丸平和祈念事業経費）

15,480 20,383

沖縄政策費
沖縄政策の推進に必要な経費
（沖縄戦関係資料閲覧室事業経費）

14,293 15,160

沖縄政策費
沖縄政策の推進に必要な経費
（位置境界明確化に必要な経費）

8,757 8,701



別紙（10-3）

【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 10
（千円）

27年度
当初
予算額

28年度
概算要求額

増△減額

政策評価調書（個別票3）

政策名 沖縄政策の推進

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

政策評価結果の概算要求への反映内容

該当なし

合計



基準値 目標値 達成

22年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 33年度

18.3% 18.3% 19.9% 21.0% 22.4% 集計中 46.0%

― ― ― ― ―

基準値 目標値 達成

22年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 33年度

80.8% 80.8% 82.0% 81.5% 85.4% 集計中 90.3%

- - - - -

基準値 目標値 達成

22年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 33年度

10.6㎡/人 10.6㎡/人 10.6㎡/人 10.7㎡/人 10.7㎡/人 集計中 15.0㎡/人

- - - - -

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 33年度

29,834戸 - 29,834戸 29,322戸 29,760戸  29,376戸 31,494戸

- - - - -

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 28年度

58.9ha 49.7ha 58.9ha 68.7ha 72.6ha 78.3ha 76.9a

- - - - -

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 33年度

533ha - 533ha 538ha 550ha 集計中 593ha

- - - - -

基準値 目標値 達成

22年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 33年度

42.1% 42.1% 44.1% 44.8% 46.2% 集計中 55.0%

- - - - -

基準値 目標値 達成

22年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 33年度

4,906ha 4,906ha 4,948ha 4,982ha 5,040ha 集計中 5,346ha

- - - - -

農地にかんがい施設が整
備された面積の割合

実績値

-

年度ごとの目標値

造林面積

実績値

-

年度ごとの目標値

防護面積（高潮対策等）

実績値

-

年度ごとの目標値

防風・防潮林整備面積

実績値

-

年度ごとの目標値

都市計画区域における一
人当たりの都市公園面積

実績値

-

年度ごとの目標値

公営住宅管理戸数

実績値

-

年度ごとの目標値

測定指標

基幹管路の耐震化率
（上水道）

実績値

-

年度ごとの目標値

汚水処理人口普及率

実績値

-

年度ごとの目標値

執行額（百万円） 55,797 52,170 86,114

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

‐

-

繰越し等（c） △680 2,094 13,339

合計（a＋b＋c） 58,399 48,018 116,988

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 44,897 44,594 103,511 101,673

補正予算（b） 14,182 1,330 138

施策の概要
産業の発展を支える道路や空港の整備、県民生活を支える学校施設及び災害に強い県土づくりなど、社
会資本等を整備。

達成すべき目標
沖縄の置かれた特殊な諸事情にかんがみ、沖縄の自立的発展に資するとともに、沖縄の豊かな住民生活
の実現に寄与する。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－44（政策12－施策③））

政策名 沖縄政策の推進

施策名 沖縄における社会資本等の整備



基準値 目標値 達成

22年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 33年度

61% 61% 62% 68% 69% 集計中 75%

- - - - -

基準値 目標値 達成

14年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

48.4% 73.9% 76.8% 78.0% 80.5% 84.1% 100%

－ － － － －

基準値 目標値 達成

22年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 33年度

12.7% 12.7% 15.4% 14.4% 15.3% 集計中 22.0%

― ― ― ― ―

基準値 目標値 達成

22年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 33年度
3.3年

【37,744m
3
】

3.3年

【37,744m
3
】

4.6年

【35,109m
3
】

3.4年

【27,179m
3
】

3.6年

【27,059m
3
】 集計中

10.3年

【101,000m
3
】

― ― ― ― ―

基準値 目標値 達成

22年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 33年度

227.6人 227.6人 ― 233.1人 ― 集計中 227.6人

― ― ― ― ―

施策の分析

担当部局名 沖縄振興局 　作成責任者名
総務課長
岡本　登

政策評価実施時期 平成27年８月

（有効性、効率性）
沖縄の社会資本等の整備については、各整備分野における指標は目標値に向けて概ね順調に伸びてお
り、沖縄の自立的発展と豊かな住民生活の実現に着実に寄与している。
なお、事業は実施省庁へ予算を移替えて行い、計画に従った整備がなされている。

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
沖縄における社会資本等の整備について、引き続き推進していく。
【測定指標】
社会資本整備の目標値については、沖縄振興特別措置法に基づき平成３３年度末までを期限とする沖縄
振興計画（沖縄２１世紀ビジョン）を踏まえて定めているものであり、引き続き、同様の目標とする。なお、沖
縄振興計画が見直し・改定され、目標等に変更があった場合には、それに伴い変更することを想定してい
る。

学識経験を有する者の知
見の活用

-

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

沖縄21世紀ビジョン:http://www.pref.okinawa.jp/site/kense/shisaku/21vision/index.html

医療施設従事医師数
（人口10万対）

実績値

-

年度ごとの目標値

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 測定せず

（判断根拠） （注）沖縄振興計画（沖縄２１世紀ビジョン）の期限である平成３３年度に測定することとしている。

一般廃棄物の再生利用率

実績値

-

年度ごとの目標値

産業廃棄物管理型最終処
分場の残余年数

【残余容量】

実績値

-

年度ごとの目標値

漁船が台風時に安全に避
難できる岸壁整備率

実績値

-

年度ごとの目標値

公立学校施設の耐震化率

実績値

-

年度ごとの目標値



（別紙３）

基準値 目標値 達成

11年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

100% 100% 100% 100% 100%

基準値 目標値 達成

25年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

75.8% - - 73.5% 75.8% 78.9% 対前年比増

- - - 対前年比増 対前年比増

基準値 目標値 達成

25年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

60.2% - - 54.0% 60.2% 60.8% 対前年比増

- - - 対前年比増 対前年比増

基準値 目標値 達成

25年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

58.7% - - 52.3% 58.7% 60.2% 対前年比増

- - - 対前年比増 対前年比増

基準値 目標値 達成

25年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度
売上高１社あたり

218.7百万円 - - - 売上高１社あたり
218.7百万円

売上高１社あたり
216.8百万円 対前年比増

- - - - 対前年比増

基準値 目標値 達成

25年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度
従業員数１社あた

り25.7人 - - - 従業員数１社あたり
25.7人

従業員数１社あた
り26.0人 対前年比増

- - - - 対前年比増

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 -

145 - 145 134 176 292 -

- - - - -

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 -

109 - 109 201 250 301 -

- - - - -

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 -

3 - 3 7 8 9 -

- - - - -

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－45（政策12－施策④））

政策名 沖縄政策の推進

施策名 沖縄の特殊事情に伴う特別対策

施策の概要 沖縄の置かれた自然的・歴史的な特殊事情に鑑み、その諸課題を解決するために必要な対策を実施。

達成すべき目標 沖縄の特殊事情に鑑み、沖縄の自立的発展及び潤いのある豊かな生活環境の創造を図る。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 14,463 16,379 23,462 20,702

補正予算（b） 5,342 - 696 -

繰越し等（c） △7,548 2,859 312

合計（a＋b＋c） 12,257 19,238 23,461

執行額（百万円） 13,268 18,117 23,455

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

‐

測定指標

跡地関係市町村に対する
アドバイザー派遣実施率

実績値

達成

年度ごとの目標値

沖縄振興開発金融公庫の融資・支
援体制に関するアンケート調査で、
「非常に良い」と回答した割合（低金

利による資金供給）

実績値

達成

年度ごとの目標値
沖縄振興開発金融公庫の融資・支
援体制に関するアンケート調査で、
「非常に良い」と回答した割合（景気
動向や一時的業況の変動に影響さ

れない安定的な資金供給）

実績値

達成

年度ごとの目標値

沖縄振興開発金融公庫の融資・支
援体制に関するアンケート調査で、
「非常に良い」と回答した割合（固定

金利による長期資金の供給）

実績値

達成

年度ごとの目標値

ベンチャー出資先の売上
高

実績値

未達成

年度ごとの目標値

ベンチャー出資先の雇用
数

実績値

達成

年度ごとの目標値

沖縄科学技術大学院大学
論文発表数

実績値

-

年度ごとの目標値

沖縄科学技術大学院大学
国際ワークショップ、セミ

ナー開催数

実績値

-

年度ごとの目標値

沖縄科学技術大学院大学
の県内企業との連携事業

数

実績値

-

年度ごとの目標値



施策の分析

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

（判断根拠）
ベンチャー出資先の売上高の増加については、目標が達成されなかったが、
その他の指標については、目標が達成されたため。

（有効性、効率性）
・専門家（アドバイザー、プロジェクト・マネージャー、コンサルタント）を派遣し、関係市町村（那覇市、宜野
湾市、浦添市、北中城村）に対し、アドバイス等を行うことで、跡地利用計画策定のための調査が実施され
る等、跡地利用の推進に有効なものとなっている。（宜野湾市は、キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）土
地利用計画（案）を策定。）

・沖縄振興開発金融公庫については、沖縄公庫が実施した融資支援体制についてのアンケート調査にお
いて「非常に良い」の回答が60％以上であり（「良い」の回答も合せると80％以上）、対前年度との比較にお
いても増加している。ベンチャー出資については、出資先企業１社あたりの売上高については、年度ごとの
比較では僅かに減少したが、出資時点と比較すると１社あたり76.7百万円増加しており、１社あたり従業員
数についても増加していることから、達成手段は、政策目標の実現に有効的であったと考えられる。なお、
沖縄公庫のベンチャー出資は26年度末現在、43社に対し14億4,139万円の出資残高を有している。

・沖縄科学技術大学院大学については、いずれの測定指標（論文の発表件数、国際ワークショップ・セミ
ナー開催件数、県内企業連携数）で前年の実績値を上回っており、沖縄の自立的発展・世界の科学技術
の発展に着実に寄与している。

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
・沖縄の特殊事情に伴う特別対策について、引き続き推進していく。

【測定指標】
・アドバイザー派遣は、要望のあった市町村すべてへの派遣を目標としており、今後も派遣実積率を測定
指標とする。

・沖縄振興開発金融公庫に係る次期（27年度）測定指標の「ベンチャー出資先の売上高・雇用の増加」に
ついては、出資時点との比較が指標としてより適切であるため、出資時点と現在を比較する目標値の設定
を行う。

・沖縄科学技術大学は、沖縄において世界最高水準の教育研究を行うことにより、沖縄の振興と自立的発
展、世界の科学技術の発展に資することを目的としており、今後とも国際的に卓越した科学技術に関する
教育研究を推進することにより、本大学院大学がイノベーションの国際的拠点に成長するよう、緊密に連
携していく。

学識経験を有する者の知
見の活用

-

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

平成26年度政策金融評価報告書（沖縄振興開発金融公庫作成）
参考URL　http://www.okinawakouko.go.jp/userfiles/files/26seisakukinyu.pdf
「沖縄科学技術大学院大学学園の今後の諸課題に関する検討会」

担当部局名 沖縄振興局 　作成責任者名
参事官（政策調整担当）池田　正

参事官（調査金融担当）倉林　健二
総務課事業振興室長　橋本　敬史

政策評価実施時期 平成27年８月



基準値 目標値 達成

19年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

2箇所 2箇所 1箇所 0箇所 0箇所 1箇所 2箇所

5箇所 5箇所 5箇所 4箇所 2箇所

基準値 目標値 達成

19年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

5地区 3地区 2地区 2地区 2地区 2地区 2地区

2地区 2地区 2地区 2地区 2地区

基準値 目標値 達成

19年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

11箇所 29箇所 35箇所 38箇所 32箇所 24箇所 24箇所

7箇所 9箇所 14箇所 7箇所 24箇所

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

0件 - 0件 0件 0件 0件 0件

- 0件 0件 0件 0件

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

100% - 100% 100% 100% 100% 100%

- 100% 100% 100% 100%

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

116回 - 116回 122回 102回 164回 113回以上

- 100回 100回 100回 113回以上

基準値 目標値 達成

19年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

79,970件 71,085件 55,892件 68,563件 87,785件 104,903件 80,000件

90,000件 90,000件 80,000件 80,000件 80,000件

基準値 目標値 達成

19年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

323人 245人 237人 265人 373人 528人 320人

320人 320人 320人 320人 320人

基準値 目標値 達成

19年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

99.6901% 99.6938% 99.6938% 99.6938% 99.7015% 99.7039% 前年度比増

位置境界明確化事業の実施
状況（認証面積率）

実績値

達成

年度ごとの目標値 認証面積率の上昇（対前年度比） 前年度比増

沖縄戦関係資料閲覧室の利
用状況（ホームページ利用件

数）

実績値

達成

年度ごとの目標値

沖縄戦関係資料閲覧室の利
用状況（来室者数）

実績値

達成

年度ごとの目標値

対馬丸遭難学童遺族給付事業に
係る支給の実施状況（当該年の9
月又は当該年度の末月までに誤り
なく支給を完了した件数の割合）

実績値

達成

年度ごとの目標値

対馬丸平和祈念事業の語り
部の講演回数

実績値

達成

年度ごとの目標値

実績値

達成

年度ごとの目標値

沖縄不発弾等対策事業の実
施状況（特定処理事業にお

ける事故発生件数）

実績値

達成

年度ごとの目標値

測定指標

沖縄不発弾等対策事業の実
施状況（不発弾等処理事業

の実施件数）

実績値

-

年度ごとの目標値

沖縄不発弾等対策事業の実
施状況（広域探査発掘事業

の実施地区数）

実績値

達成

年度ごとの目標値

沖縄不発弾等対策事業の実
施状況（市町村支援事業の

実施件数）

執行額（百万円） 1,999 2,199 2,049

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

第185回国会の（参）沖縄及び北方問題に関する特別委員会における内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方
対策）所信表明で『沖縄における不発弾対策につきましても、着実に取り組みを進めてまいります。』と発言。

-

繰越し等（c） 50 △56 24

合計（a＋b＋c） 2,526 2,559 2,716

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 2,480 2,615 2,693 2,883

補正予算（b） △4 - -

施策の概要
先の大戦において、国内最大の地上戦が行われた沖縄の歴史的背景等を踏まえ、不発弾等処理対策や所
有者不明土地問題対策等の事業の推進を図る。

達成すべき目標
沖縄の置かれた特殊な諸事情にかんがみ、沖縄の自立的発展に資するとともに、沖縄の豊かな住民生活の
実現に寄与する。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－46（政策12－施策⑤））

政策名 沖縄政策の推進

施策名 沖縄の戦後処理対策



基準値 目標値 達成

24年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

120筆 - － 120筆 510筆 540筆 540筆

- － 120筆 510筆 540筆

基準値 目標値 達成

24年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

120筆 - － 120筆 140筆 180筆 180筆

- － 120筆 140筆 180筆

施策の分析

学識経験を有する者の知
見の活用

-

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

ホームページ利用件数：ウェブアクセスログ数を集計するツールにより測定。

担当部局名 沖縄振興局 　作成責任者名 調査金融担当参事官　倉林健二
特定事業担当参事官　佐藤裁也 政策評価実施時期 平成27年８月

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 目標達成

（判断根拠）

全ての測定指標において目標を達成しているため、目標達成と判断した。
・沖縄戦により所有者が不明な土地の所有者明確化及び位置境界の明確化
が進むことにより県民の財産である土地の有効活用が図られ、不発弾等対策
の太宗を占める磁気探査（広域探査発掘事業、市町村支援事業、住宅等開発
支援事業）及び特定処理事業を着実に実施することにより、県民の生命・財産
を守るとともに安全・安心が確保されることで、経済活動が促進されることか
ら、戦後処理対策を着実に進めることは沖縄の豊かな住民生活の実現に寄与
するものである。
・所有者不明土地実態調査については、目標に掲げた測量等調査の540筆、
真の所有者探索の180筆全てにおいて調査及び探索を実施した。

（有効性、効率性）
・広域探査発掘加速化事業では年３回磁気探査の要望を受け畑等の磁気探査を実施し、また、市町村支援
事業では市町村単独の公共事業に先立つ磁気探査を着実に実施したほか、特定処理事業では予算を増額
し強固な防護壁の設置等により円滑に現地での不発弾処理を実施しており、不発弾の爆発による市民生活
への影響を防止することに寄与した。
なお、不発弾等処理事業は大戦時の目撃情報等をもとに不発弾の探査を行うものであるが、近年は大戦経
験者の高齢化等により新たな情報が集まりにくくなっているため、事業計画通りに実施できるとは限らず、達
成度合いを評価することはなじまないので事業の達成欄については「－」の記載をしている。目標値は予算
積算上の最低箇所数（２箇所）を設定している。探査業務により発見された不発弾についてはすべて適切に
処理している。

・沖縄戦関係資料閲覧室事業では、学校や図書館等の公共施設を対象とした広報を実施し、来室者やホー
ムページ利用者の増進を図り目標を達成した。

・位置境界明確化事業は既に99%が解決済みであり、登記簿上の面積や占有界に固執する等、関係地権者
間の合意形成が困難な事案が残っているが、１ブロックの認証を行うとともに、地権者の異動があったブロッ
クを中心に合意形成に向けて慎重に事業を進めている。

・所有者不明土地問題の解決に向けた検討を進めるため、測量等調査(540筆)及び真の所有者探索（180
筆）を実施した。測量等調査については、所有者不明土地の現況確認、面積測量、写真撮影を行うなどして
対象地の位置及び現況を把握するとともに、当該地に所有者不明土地であることを周知するための看板を
設置した。また、真の所有者探索については、戦後７０年が経過し人証・物証が少なくなるなか、隣接地主や
地域の古老・地元精通者から可能な限り情報収集を行い、対象地の一部で真の所有者の可能性のある者に
関する有力な情報を得ることができた。

・以上から、達成手段は、「沖縄の置かれた特殊な諸事情にかんがみ、沖縄の自立的発展に資するととも
に、沖縄の豊かな住民生活の実現に寄与する」という目標の達成に有効的であった。

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
沖縄の戦後処理対策について、引き続き推進していく。

【測定指標】
・対馬丸平和祈念事業では、測定指標を「語り部の講演回数」としている。語り部は要望を受けて講演してお
り、現在、ほぼ講演可能数の上限に達していることから、過去５年間の平均をとり、目標（講演回数）を平均値
以上としている。しかしながら平成26年度は講演回数が大幅な増となっているがこれは特別な要因の影響も
考えられる数値である可能性もあり、次期目標の算出時には平成26年度の数値を除外して計算を行うなど
の検討を行う。
・所有者不明土地問題の解決に向けた検討を進めるため、目標値である調査対象筆数を増加させ一層の現
況把握等に努める。

所有者不明土地実態調査の
実施状況（測量調査の実施

筆数）

実績値

達成

年度ごとの目標値

所有者不明土地実態調査の
実施状況（真の所有者探索

調査の実施筆数）

実績値

達成

年度ごとの目標値




